
平成 23 年度技術報告集（26 号）掲載論文 
第 22 回技術研究発表会発表 

Copyright © 2012 日本水工設計株式会社 All Rights Reserved.          1/6 

管路の長寿命化計画における優先度判定と活用方法 

 
日本水工設計㈱ 名古屋支社 古川 富章 

 
1．長寿命化計画優先度判定におけるﾘｽｸ評価「金額単位」の活用 

 管路の長寿命化計画においては、膨大なｽﾄｯｸの中から、道路陥没発生による経済的、社

会的、管路の機能的な被害等に応じた計画的な優先度判定が重要である。この優先度判定

が適切でない場合は、効果的に管路施設の延命化を図ることが出来ない。 
具体的には、現場の実態に応じたﾘｽｸ評価手法を導入することで、意思決定過程を明確に

した合理的な優先度判定が可能となる。ﾘｽｸ評価は、不具合ﾘｽｸ評価値（式 1）で判断する。 
不具合ﾘｽｸ評価値=不具合の発生確率×不具合による被害規模…式 1 

 この不具合ﾘｽｸ評価値には、「点数単位」

と「金額単位」の 2 種類がある。現在の

長寿命化ﾏﾆｭｱﾙや既往の長寿命化計画の

ほとんどが「点数単位」である。これは、

式 1 の「不具合による被害規模」を金額

で算出することが難しいためである。 
今回、平成 22 年度に取りまとめた南

足柄市の長寿命化計画優先度判定を例に

「金額単位」の有効性と改築修繕及び維

持管理計画への活用方法を述べる。 
ここで、ﾘｽｸ評価「金額単位」による優

先度判定ﾌﾛｰを図 1 に示す。 
 
2．① 情報ﾘｽﾄﾏｯﾌﾟの作成 

 情報ﾘｽﾄﾏｯﾌﾟには、「経過年数 20 年以

上の路線」の抽出や「現場条件のｿﾞｰﾆﾝｸﾞ」

による区分等を示した。特に、「現場条件のｿﾞｰﾆﾝｸﾞ」は、地下埋設物、車両交通、生活環

境等の社会的な被害（図 1 の③参照）を算出するために重要となる。 
例えば、「既成住宅地や民間開発団地等」、「丘陵地や平野部等」から、現場条件のｿﾞｰﾆﾝｸﾞ

を行う。これは、下水性状や施工不良箇所等の可能性、地形及び地質、地下水位等による

埋設及び沿道条件等により、道路陥没発生による被害が異なるためである。 
本業務では、現場踏査及び資料収集等から、「a 県道 74 号（線的ﾌﾞﾛｯｸ）」、「b 既成住居

区域（面的ﾌﾞﾛｯｸ）」、「c ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ開発区域（面的ﾌﾞﾛｯｸ）」の 3 ﾌﾞﾛｯｸに分類した。

図 1．ﾘｽｸ評価「金額単位」による優先度判定ﾌﾛ- 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 情 報 ﾘ ｽ ﾄ ﾏ ｯ ﾌ ﾟ の 作 成 

（「経過年数別路線」、「現場条件のｿﾞｰﾆﾝｸﾞ」等） 

② 不 具 合 の 発 生 確 率 の 検 討 

（国総研の「ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ回帰分析」による方法） 

③ 不 具 合 に よ る 被 害 規 模 の 検 討 

（道路陥没の復旧工事費+社会的な被害） 

④ 不具合ﾘｽｸ評価値の算定（式 1） 

（ﾘｽｸﾏｯﾌﾟによるﾌﾞﾛｯｸ、路線別の優先順位の把握） 

⑤ 長寿命化計画優先度判定の検討 

（ﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査執行ｹｰｽの選定） 

ﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査と下水道長寿命化計画の策定 
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3．② 不具合の発生確率の検討 

 国総研では、12 自治体から収集した合計約 29,000 ｽﾊﾟﾝの調査診断ﾃﾞｰﾀから、「ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ

回帰分析による不具合の発生確率」を求めている 1）。これは、多くの実績ﾃﾞｰﾀに基づくもの

であるため、推定式を構築していない自治体でのﾃﾞﾌｫﾙﾄ値として利用可能としている。 
 本業務では、路線ごとに不具合の発生確率を求めた。その結果、不具合の発生確率「約

80～90％」の路線が約 2 割、「約 60～70%」の路線が約 7 割、「約 10%」の路線が約 1 割で

あった。やはり、埋設経過年数 30 年以上の路線の発生確率が高く、経過年数が短くになる

にしたがって、発生確率が小さくなっていた。留意すべきは、埋設経過年数の違いよりも、

経過年数が新しくなると塩ﾋﾞ管の整備が多くなり、発生確率が下がっている点である。 
また、国総研の発生確率はｽﾊﾟﾝ単位となっているが、下記の理由から路線単位が適当と

判断した。 
① ﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査の実施は、ｽﾊﾟﾝ単位の虫食い調査では効率性が悪いこと。 

② 既往工事の発注区間は、路線単位が多く、概ね管路埋設条件が同一であること。 

 
4．③ 不具合による被害規模の検討 

 4-1．不具合による被害規模と検討手順 

 不具合よる被害規模は、下記に示す道路陥没発生による「不具合による被害 5 項目」を

金額単位で推定する。 
 
A) 復 旧 工 事 

B) 近接構造物及び地下埋設物等への被害 

C) 車両交通への被害 

D) 生活環境への被害 

E) 災害時における緊急避難路等への被害 

 
 上記の内、A）は「金額単位」で算出することが出来る。しかし、B）の場合、その被害

程度や二次災害への波及等、その範囲が広いこと、C）～E）の場合、社会的な被害である

ことから「金額単位」にすることが難しい。 
 そこで、A）～E）の重要度比を AHP 法で求め、これに復旧工事費を乗じることにより、

不具合による金額を算出する。ただし、これは対象となる路線の現場条件や AHP 評価者に

よって、評価基準が異なる問題がある。そのため、評価基準の統一化と AHP 評価者の総合

評価を得るため、下記の手順で不具合による被害規模を検討した。 
 

手順1. 現場条件に対する不具合による被害項目の設定 

手順2. 不具合による被害の重要度評価（AHP 法） 

手順3. 不具合による被害の重要度評価傾向の把握 

手順4. 不 具 合 に よ る 被 害 の 被 害 金 額 の 推 定 

 次に、各手順の検討内容を詳述する。
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4-2．（手順 1）現場条件に対する不具合による被害項目の設定 

 「a 県道 74 号」、「b 既成住居区域」、「c ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ開発区域」に対し、現場条件（車両交

通量、生活環境、地下埋設物、緊急避難路）の特徴を整理した。 
 その結果、3 ﾌﾞﾛｯｸとも地下埋設物が少ないこと等から、被害は小さいと判断した。した

がって、重要度評価は地下埋設物等を除いた不具合による被害 4 項目（復旧工事費、車両

交通、生活環境、緊急避難路）で行った。 
 

4-3．（手順 2）不具合による被害の重要度評価（AHP 法） 

 不具合による被害 4 項目（復旧工事、車両交通、生活環境、緊急避難路）に対する重要

度評価（AHP 法）を行う。評価者は、道路陥没発生により影響を受ける関係者 4 ｸﾞﾙｰﾌ 「゚発

注者」、「設計業者」、「道路管理者」、「復旧工事業者」とした。 
 不具合による被害の重要度評価は、当該 AHP 作成者（当社）が関係者 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟの重要度

評価（ｸﾞﾙｰﾌﾟ間評価）を行ったものと、関係者 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟがそれぞれ行う不具合による被害 4
項目の重要度評価（ｸﾞﾙｰﾌﾟ内評価）を行ったものとを合わせた総合評価とした。 
 

評価値 1．AHP 作成者によるｸﾞﾙｰﾌﾟ間評価（AHP 作成者⇒関係者 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟの一対比較） 

評価値 2．各関係者のｸﾞﾙｰﾌﾟ内評価（関係者 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟ⇒不具合による被害 4 項目の一対比較） 

 
 こうして得た評価値 1 及び 2 の一対比較を統合して、不具合による被害 4 項目の重要度

総合評価を求めた。表 1 に、「a 県道 74 号」の総合評価算出例を示す。 
 

表 1．不具合による被害 4項目に対する重要度総合評価一覧（例：県道 74 号） 

重 要 度 発 注 者 設 計 業 者 道路管理者 復旧工事業者 総合評価 順位 

評価基準（評価値 1） 0.500 0.166 0.167 0.167 1.000  

（
評
価
値
２
） 

評
価
対
象 

復 旧 工 事 0.066 0.659 0.722 0.592 0.362 1 

車 両 交 通 0.500 0.206 0.053 0.053 0.302 2 

生 活 環 境 0.288 0.079 0.113 0.053 0.185 3 

緊急避難路 0.147 0.056 0.113 0.301 0.152 4 

※．総合評価=∑（評価基準の重要度×評価対象の重要度） 

 

4-4．（手順 3）不具合による被害の重要度評価傾向の把握 

 各関係者の不具合による被害 4 項目の重要度評価傾向を掴むため、関係者全員の重要度

評価から、重要度評価ｸﾞﾗﾌを作成した。表 1 を基に、「a 県道 74 号」の評価ｸﾞﾗﾌを図 2 に

示す。図より、下記のことが分かった。 
 

① 発注者は、車両交通、生活環境に対する重要度が高いと判断していること。 

② 発注者を除く関係者は、復旧作業の重要度が特に高いと判断していること。 

③ 緊急避難路の重要度は相対的に低いこと。
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以上から、不具合による被害は、発注者を重要と考えた場合は、車両交通、生活環境の 2
項目を考慮し、関係者全員を考えた場合は、復旧工事費を考慮すれば良いことになる。 

 

図 2．関係者全員の重要度評価ｸﾞﾗﾌ 

 

4-5．（手順 4）不具合による被害の被害金額の推定 

 不具合による被害 4 項目に対する重要度総合評価（表 1 参照）より、復旧工事に対する

重要度比（「復旧工事 F」、「車両交通 S」、「生活環境 s」、「緊急避難路Ｋ」）を設定する（表

2 参照）。この重要度比から、不具合による被害 4 項目の被害金額（式 2）を算出する。 
 

復旧工事費×（Ｆ+S+s+Ｋ）=不具合による被害 4 項目の被害金額（円）…式 2 

 
 その結果、「a 県道 74 号線」の被害金額は、「約 200 万円以下」、「約 300～700 万円」、「約

800 万円以上」の 3 つにまとめることが出来た。これは、今回、復旧工事費の重要度が車両

交通や生活環境等と比べて高いため、狭い範囲で収束したと推定される。このように、被

害金額をまとめることでﾌﾞﾛｯｸ別及び路線別の優先度判定が容易になる。 
 

表 2．復旧工事に対する重要度比（例：県道 74 号） 
ﾌﾞﾛｯｸ名 復旧工事（Ｆ） 車両交通（S） 生活環境（s） 緊急避難路（Ｋ） 

a 県道 74 号 100％（0.362/0.362） 80％（0.302/0.362） 50%（0.185/0.362） 40%（0.152/0.362） 
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5．④ 不具合ﾘｽｸ評価値の算定 

 不具合ﾘｽｸ評価値の算定例を表 3 に示す。この不具合ﾘｽｸ評価値は、被害金額と同様に「約

20 万以下」、「約 50～100 万円以下」、「約 300 万円以上」の 3 つにまとめることが出来た。 
 

表 3.「金額」単位の「不具合ﾘｽｸ評価値」算定例 

路線 

番号 

10 年単位 

埋設経過年数 

（年） 

管種 
管 径 

（mm） 

平均 

土被り 

（m） 

不具合の 

発生確率 

（％） 

不具合による 

被害規模 

（万円） 

不具合 

ﾘｽｸ評価値 

（万円） 

502 20 HP 800以上 5.5 60 1,130 680 

511 〃 〃 350以下 2.0 60 270 160 

519 〃 〃 350以下 2.0 60 270 160 

 
これを基にﾘｽｸﾏｯﾌﾟを作成し、下記のことが分かった。 

① 「a 県道 74 号線」は、大半がﾘｽｸ金額「約 300 万円以上」であること。 

② 「b 既成住居区域」は、約 60%がﾘｽｸ金額「約 50～100 万円以下」であること。 

③ 「c ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ開発区域」は、約 80%がﾘｽｸ金額「約 50～100 万円以下」であること。 

 
 以上から、まず、次のﾌﾞﾛｯｸ別優先順位を設定した。 
 
優先順位 1．「a 県道 74 号」⇒優先順位 2．「c ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ開発区域」⇒優先順位 3．「b 既成住居区域」 

 

6．⑤ 長寿命化計画優先度判定の検討 

 長寿命化計画優先度判定は、ﾘｽｸ傾向より下記の 4 つのﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査執行ｹｰｽを設定した。 
 

Case1. 全路線（約 40 ㎞） 

Case2. 全路線－既往のﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査実施路線（約 30 ㎞） 

Case3. 不具合ﾘｽｸ評価値 300 万円以上の路線（約 10 ㎞）  

Case4. 300 万以上－既往のﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査実施路線（約 7 ㎞） 

 
本業務においては、他都市の長寿命化計画のﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査延長が約 5～7 ㎞の実績が多い

こと、健全度判定に基づく改築修繕等の事業量予測の妥当性が検証されていないこと等か

ら、発注者と協議の上、Case4 を採用した。 
今後は、この調査結果を鑑み、改築修繕等の事業量予測を行った上、改築ｼﾅﾘｵ等から、

ﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査路線を選定する。しかし、実際には道路陥没や維持管理上の問題が顕在化して

いるﾌﾞﾛｯｸがある場合は、そのﾌﾞﾛｯｸを優先出来る。この場合、実態に合わせて、不具合の

発生確率を補正すれば良い。 
 例えば、「c ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ開発区域」がそれに該当する。この区域は、民間開発区域で数年前に

市に移管となった。やはり、民間開発のため、施工不良箇所もあり、木根の侵入や継手離

脱による道路陥没も発生していた。ただ、その都度、補修しており、最近では顕著な問題

は発生していない。そのため、不具合の発生確率の補正は不要と判断した。
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7．優先度判定結果の「下水道長寿命化計画の策定」への活用 

 本業務における優先度判定は、「下水道長寿命化計画の策定（図 1 参照）」に活用出来る。 
 南足柄市の既往のﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査結果では、管径φ250～300 ㎜（HP 管、塩ﾋﾞ管、陶管等）、

約 4 ㎞の中で、支障箇所数 239 箇所、その内、緊急対応必要箇所数 102 箇所であった。そ

のため、ﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査結果からは、膨大な修繕箇所数となることが予想される。 
 長寿命化対策は、1 ｽﾊﾟﾝ単位の更生工法が位置付けられるが、1 ｽﾊﾟﾝ未満の修繕及び維持

管理計画の立案も重要となる。本業務の優先度判定は、ﾌﾞﾛｯｸ別と路線別に設定しているが、

今後の改築修繕及び維持管理計画は、現場の実情に合った（例えば、道路占用位置や地下

埋設物等との関係を考慮する等）計画の立案が重要になる。これをより合理的に行うため、

不具合による被害 4 項目の重要度評価傾向を活用する。 
 「a 県道 74 号」を例に考えてみる。図 2 の重要度評価ｸﾞﾗﾌ等から、発注者は、復旧工事

と比べて、社会的な被害（車両交通や生活環境等）が重要と考えている。その他の関係者

は、社会的な被害よりも復旧工事が重要と考えている。こうした傾向に対し、発注者及び

関係者と数回、協議調整を行い、重要度ﾗﾝｸを設定する。 
 復旧工事を重要と考えた場合は、土被りのみに着目すれば良い。逆に、車両交通や生活

環境を重要と考えた場合は、車道内や住宅に近接した管渠のみに着目すれば良い。すなわ

ち、歩道内で、かつ近接した住宅がない管渠は優先度が低い。したがって、改築修繕及び

維持管理計画は、ｽﾊﾟﾝ単位で現場の管渠条件を十分に整理した上で、重要度評価等から、

より合理的に計画を立案することが重要となる。 
 
8．ﾘｽｸ評価「金額単位」の導入効果と今後の課題 

 ﾘｽｸ評価「金額単位」の導入効果を確認するため、の不具合ﾘｽｸ評価値を「点数単位」で

算出した。国総研では、「点数単位」の不具合ﾘｽｸ評価値の算定例を示している 2）。これは、

「A．不具合が生じる可能性の点数計算表」と「B．不具合による事故等の甚大性の点数計

算表」から不具合ﾘｽｸ評価値を求める方法である。 
 今回の不具合ﾘｽｸ評価値 50 万円の路線に対して、「点数単位」で算出したところ、約 10
点となった。この 10 点の路線は、第一期長寿命化範囲のﾃﾚﾋﾞｶﾒﾗ調査対象路線とすべきか、

それとも第二期以降とすべきか価値判断が曖昧である。これに比べて、「金額単位」の場合、

複数の自治体の優先度判定実績が増えるに従って、評価基準が統一化される上、各自治体

の実情を反映出来、さらに関係者との合理的なﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを図ることが出来る。 
 また、今回、管路の長寿命化計画における優先度判定は、管路の汚水輸送ｼｽﾃﾑとしての

重要度や避難所に直結する管路等、耐震対策上の重要度も考慮する必要があった。こうし

た管路の重要度を考慮するため、今後は、ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ指数（復旧時間と重要度）等を用いて、

管路の機能的重要度を不具合ﾘｽｸ評価値に反映させていきたいと考える。     以 上 
                                                   
1） 下水道管路施設に起因する道路陥没の被害予測調査 国土技術政策総合研究所 下水道研究室 榊原ら 
2） 管きょのｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ方法に関する提案 国土技術政策総合研究所 松宮ら 


